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論文
インフレーション，失業率，蓄積率
元 木 久
I 序
貨幣賃金の変化率と失業率との間の実証研究がフィリップス曲線として是認
されて以来，多くの議論が重ねられてきた。その議論は 2つの部分から成って
いるように思われる。第 1は貨幣賃金の変化率を説明する諸要因に関するもの
であり，第2はフィリップス曲線の解釈に関するものである。そのいずれに対
しても，その仮設の当否についての実証研究が数多くなされている。第 1の点
については，たとえば，失業水準の変化率，利潤，価格変化率などがある。第
2の解釈上の仮設としては，労働市場調整仮設，交渉力仮設，生産性仮設，期
待仮設等多様である1)。
貨幣賃金上昇率（賃金インフレーション）と失業率との間のトレード・オフ
関係を示すフィリップス曲線が華々しい議論を生みだした背景には，多くの先
進資本主義経済における高い失業率と高い物価上昇率という現実が存在してい
るであろう。 この現実を，通常の財政・金融政策では制御できず（せず），も
っと別の政策，たとえば，所得政策によって解決するために，経済学からのサ
ポートが求められていた。周知のように，インフレーションを制御する目的で
所得政策を採用した国は全くの失敗に終っている。
本稿では， トレード・オフ関係をもつフィリップス曲線を採用したモデル
(1) フィリップス曲線の議論をサーベイしたものとしては， たとえば， Burton [2], 豊
田 [16]などがある。
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で，インフレーションの基本的原因について考察する。その場合，インフレー
ションそれ自体ではなく，それとトレード・オフの関係にある失業率，したが
ってまた，雇用率を中心として議論が展開されるであろう。
Rose [14]はフィリップス曲線を用いた雇用循環モデルを展開している。そ
の循環はリミット・サイクルを描く。リミット・サイクルを描く循環理論はこ
れまで Goodwin[ 5]や Kaldor[ 8 Jが提示している。 Goodwinの循環モ
デルは，投資行動が好況時と不況時とでは異なるという投資の非対称性から生
じている。 Kaldorのそれは投資関数が非線型であるということから生じる 2)。
これらは Hicks[ 7]のように，天井と床を設定することによって生じる循環
理論とは異なる。すなわち，天井と床を設けなければ，累積的に発散するとい
うHicksモデルに比べ， Goodwinモデルや Kaldorモデルはそれらの制約
条件を必要とすることなく循環するという点で異なっている。
Goodwinゃ Kaldorタイプの循環理論では下方から上方へ転換するとき，
負の投資を経験することが必要である。 Roseは，これが 1つの重大な難点で
あるが，非線型のフィリップス曲線を用いるとき，それが解消することを示し
ている。
他方，貨幣賃金率を実質賃金率に読みかえたフィリップス的な曲線を用い
て，新古典派的枠内でリミット・サイクルが生じることを Goodwin[ 6]は
示し，このモデルを Desai[ 4 Jが若干拡張している。
貨幣賃金率を実質賃金率に読みかえたモデルは Akerlof-Stiglitz[ 1 Jに
よっても示されている。このような読みかえは，賃金交渉が実質賃金率を中心
に行なわれるという，賃金に受動的役割ではなく，積極的役割を果させるこ c
をその根拠としている。そこでは有効需要を中心とするケインズ的モデルとは
異なって，有効需要とは無関係に，常にリミット・サイクルが生じる，すなわ
ち，有効需要不足とは無関係な構造的失業が存在すると Akerlof-Stiglitzモ
(2) Kaldorの場合，貯蓄関数も非線型としているが，このことは循環発生にとっての必
要条件ではない。
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デルは主張している。これら 2つのモデルは動学的装いを帯びているが，ケイ
ンズが否定したモデルそのものであると云えよう。
Solow-Stiglitz [15] (これをs-sモデルと呼ぼう）は実質賃金率ではなく，
貨幣賃金率を含む若干修正されたフィリップス曲線を利用して，生産物市場の
需給関係により， リミット・サイクルを描くケースとそうでないケースを明ら
かにしている。しかしながら， s-sモデルでの分析は投資が外生的に与えら
れている短期に限定されている。需要の変動の中心的要因である投資を一定と
して，雇用一実質賃金率の変動を考えることはあまりにも一般性に欠けている
と云えよう。
Goodwin-Desaiモデルと Akerlof-Stiglitzモデルは労働者の実質賃金率ま
たは分配率に対する主体性を考慮していると評価しても，資本家の投資需要決
定，また雇用量決定に関する主体性を全く無視した想定である。そのため，一
方では実証という現実を反映したフィリップス曲線を採用しながら，他方では
投資決定については考慮しないという非現実的なモデルを展開することになっ
ている。
このような欠陥を克服するためには，まず資本家の投資決定方式が明示的に
想定されなければならないであろう。 Roseはこれを最初から明示している。他
方，労働者側の一定の主体性も同時に考慰されなければならないであろう。そ
れは Goodwin-Desaiモデルや Akerlof-Stiglitzモデルのように実質賃金率
交渉という非現実的想定によってはならない。また， Roseモデルのように，
オリジナルなフィリップス曲線であってもならないであろう。われわれはs-
Sモデルに従って，貨幣賃金が労働市場の需給関係と価格に依存するものと想
定する。
このようにして，インフレーションの基礎に存在する経済メカニズムがどの
ように作用して経済を変動させるのかが考察される。その結果，労働者側では
なく，資本家側がどのような価格決定をするのか，またどのような蓄秩率の決
定をするのかに依存して経済が変動することが明らかとなるであろう。また，
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非線型性はリミット・サイクルの可能性を与えるが，それは必要十分なもので
はな<'その仮定の下でも累積発散することが示されるであろう。
JI 基本モデル
社会の生産物に対する需要 (YD)は消費需要と投資需要で構成されている。
いま，簡単化のために，消費需要は所得 (Y) に比例すると仮定すると
(1) YD=cY+I 
ここで， C は消費性向を表わす。資本存在量が所与の短期ではなく，それが変
動する動学を考察するためには，需要の絶対量ではなく，各時点の資本存在量
で測った大きさが問題とされねばならない。したがって， (1)式は次のように書
直される必要がある。
(2) 丘＝立二十上
K K K 
(2)式は，消費性向を一定とすれば，社会の需要が蓄積率と所得・資本比率に依
存することを表わしている。
在庫操作のような流通過程における一時的操作（醐整）を無視するならば，
生産物の供給は毎期の産出高 CY)によって決定される。いま，産出高は生産
関数で与えられるものと仮定するならば， 3)
(3) Y=F (K, N) 
ここで， Kは資本ストック， Nは屑用量を表わす。生産関数は通常の 1次同時
(3) 生産関数が直ちに供給関数だと言えないことは明らかである。しかし，ここでは次の
ように考えよう。競争経済では，あの時点で与えられた価格と貨幣賃金率の下で，資
本ストック存在量 (K)と雇用最 (N)が決定され，その K とN によって生産蘊が
決定されて，その生産量が市場に出されて供給最となる。資本ストックが増加する場
合，設置計画から生産能力までにタイム・ラグが存在する。減少の場合には，単に稼
動率の低下となり，物理的廃棄は行なわれないかもしれない。このような問題を免れ
るために(3)式は K で測られている。したがって，ここでは技術進歩は捨象されてい
るので，資本・労働比率の変化は稼動率の変化を意味することになるであろう。
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の仮定にしたがって次のように書くことができるものとしよう。
(4) 斎=!Ck) f'>o. r <o 
(5) y=NIK 
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次に，生産決定を行なうときに所与と考えられた価格 (p)の動きについて考
えよう。価格決定に関して， 2つの重要な議論が行なわれてきた。その第 1は，
価格が需要と供給によって決定され，その運動が超過需要または超過供給によ
って決定されると考えるものである。第 2は，コストに対する一定のマーク・
アップ率で決定され，その運動がコストの動きに規定されると考えるものであ
る。多くの場合，前者は完全競争価格を，後者は独占価格を想定しているよう
である。ここでは，一般化して，その両極端の中間を取扱えるように，それら
の一次結合を考えることにしよう 5)。この議論では貨幣的側面と流通的側面を
捨象しているので，貨幣賃金率 (w)だけをコストとして考えよう。そうする
と，価格の変化率は次のように表わすことができる 6)。
(6) p=J(脅）＋叫
ここで，＾は変化率を表わす。生産物市場で需給が均衡しているとき，それは
価格変化率に影響しないであろう。超過需要が大きくなれば，価格をより大き
く上昇させ，超過供給が大きくなれば，価格をより大きく下落させるであろう
と仮定することは伝統的理論と合致し， plausibleであろう。そうすると，
(4) s-sモデルでは，資本ストックが所与の短期を取扱っているので，生産関数は雇用
量 N だけの関数となり，産出高調整方式は直接，雇用葦調整方式となる。その服用
量が限界生産力説によって実質貨金率の関数であるから，供給関数は生産関数を通じ
た実質賃金率の関数となる。ここでは，資本ストックも変数となっているので， s-
Sモデルのような簡単な形では表わせないが，それだけより一般的となっている。
(5) . たとえば， Pitchford[12], Solow & Stiglitz [15], これに対する実証研究につい
ては，たとえば， Bodkin[2], Perry [11]。
(6) (6)式の代りに， (6')P =1(り化姜）+a:@と表わすことができる。以下の議論では
(6)式と(6')式のいずれを用いても重大な影響はない。
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(7) ](1) =O, J'>O 
次に d の性質を考えよう。 (6)式より
戸 =I(桑）+(a-l)flJ 
いま，生産物市場では需給が一致しているが，貨幣賃金率が上昇しているとす
れば，
(8) pーカ＝（“―1)@
d が正であることは明らかだが， a=lならば，貨幣賃金率は実質値に影響す
ることがない7)ので， (6)式のような名目タームでの定式は必要でなくなる。そ
こで， a=/=lと仮定しよう。 o<a<lならば，貨幣賃金率で測った価格は下落
し，したがって，実質賃金率は上昇することになる。 a>lならば，逆のこと
が成立する。したがって， a~l は経済の動きに対する 1 つの基本的重要性を
もっており，以下では a>lか o<a<lかを厳密に区別して考察しよう。
蓄積率を次のように定義する
(9) I K=g 
貯蓄率を S とすると， (6)式は(2),(4),(9)を用いて
UO) p= 1(晶）＋叫
と表わすことができる。
貨幣賃金率の動きについては，生産物価格のそれと同様に考えることにしよ
う。すなわち，労働市場の需給関係と生計費の 2要因が貨幣賃金の動きを規定
する8)。労働市場の需給状態の役割はフィリップス曲線で与えらるものと仮定
(7) 期待仮設の観点からすれば， <t=lのケースは fuladaptationのケースである。
(8) フィリップス曲線の実証研究から，んが失業水準の大きさだけでなく，特にその変化
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率に依存すると指摘されている。後者はフィリップス・ループを説明すると考えられ
ている。この点は循環モデルでは重要であると思われるが，別の機会に論ずることに
したい。
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しよう。 Nsを労働供給量， Nを雇用量とすると，貨幣賃金率の動きは次のよ
うに表わすことができる。
Ul w=H優）遺
N!Nsは雇用率を表わし，それは (1-失業率）に等しい。フィリップス曲線
は貨幣賃金上昇率が失業率の減少関係として与えられているので，関数Hは増
加関係でなければならない。更に，関数Hは O<N!Ns<lに対して，すべての
実数値をとる単調増加関数であると仮定しよう。また，生産物市場の場合，需
給が一致しているとき，価格はそれに影響をうけなかったが，労働市場の需給
関数には同じことが妥当しないであろう。というのは，多くの実証研究から，
力に影響しない雇用率は 1より小さい正の値であると考えられるからである。
H関数に関するこれら 2つの性質は次のように表わすことができる。
U2) H'>O, H(u) =0, o<u<l 
ここで， aは
U3l u = Ns N 
のある特定の値である。
次に， 9の性質を考えよう。雇用率がaのとき， (8)式と同様にして， (1)式よ
り
閥 iー初=(1-扉
fJ=lのとき，実質値に影響しないので， このケースは考慮の外に置こう。価
格が上昇しているとき， O<P<lならば，実質賃金率は下落し， P>lならば，
上昇していることを表わしている。ここでは技術進歩を捨象しているので，後
者の場合は利潤率の下落を意味し，したがって，資本家が価格を上昇させるこ
とに意味を失うであろう。それゆえ，
U5l O<P<l 
と仮定しよう。
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さて， UO),O.lより
0.6) P =(1-ap)ー1〔j(晶）+aH(u)〕
O.'l w= (1-aP)ー1〔H(u)+fil(孤）〕
したがって，
0.8) R=w/p 
であるので， 0.5),0.6)より
(9) 
0.9)た=(1-aP)ー1〔(1-a)H(u)-0-P)J(元）〕
他方，限界生産力説に従えば， (4)より
(20) f'(k) =R 
これは実質賃金率が与えられると，利潤率を最大にする資本単位当りの労働需
要量が決定されることを意味する。この条件が連続的に満されるとすると,(20) 
式を時間に関して微分して(10)
(21) R k/"(k) A 
f'(k) k 
ここで，
(2) TJ(k)=-(l -a/3)-1 f'(k) k/6(k) 
(9) この方程式は生産物の需給関係が含まれている点で通常のフィリップス曲線とは異な
り，その経済的合意は貨幣賃金率の動きが単に労働市場のみで決められるか否かとい
うことにある。貨幣賃金率の動きが価格の運動と無関係であるならば，生産物市場の
影響を受けない。 t'l式には生産物市場に超過供給があれば，貨幣賃金率を下落させる
という意味が含まれている。このことは現実的ではなく，貨幣賃金率の下方硬直性を
仮定すべきであろう。しかし，われわれのモデルでは貨幣賃金率が皿式に示されてい
るように価格にリンクしているので，貨幣賃金の下方硬直性は以下の議論に重要な影
響を与えないであろう。
tO) 1 を代替の弾力性， 0を労働分配率とすると，訓式は次のように書き直すことができ
る。 (21') た＝ 0 • 
(1 K。したがって， R とKが反対の運動をすることは明らかであ
る。
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と定義すれば， U9l,(21), (2)より
(23)い (k)〔(1-/J)J(s.ん）一(1-a)H(u)〕
ここで， Kは奮こを示す。いま，
(24) v=Ns!K 
と定義すれば，
(25)・u=k/v 
である。したがって'(23)式に含まれる変数は k,V, gの3コである。
労働供給の変化率は外生的に与えられると仮定すると
(26) Ns=n 
したがって'(24),(26)より
切） v =n-sf(k) 
これまでの体系を整理すると
(28) k=TJ(k) {A(g, k)-B(v, k)} k 
(29)ふ{fJ = {n-sf(k)} v 
ここで
(30) A(g,k)=(l-P)]{g/sf(k)} 
(3U B(v, k) = (1-a)H(k/v) 
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体系＆は蓄積率gに関する方程式が欠けているので，明らかに完結していな
い。次節以下で， gの規定について考察しよう。
][ Roseモデルのケース
体系ふを完結する上で， Roseモデルについてまず考察しよう。
Roseモデルでは，蓄積率 gが
(32) g=g(k) 
であると考えられている。 Roseが蓄積率を雇用・資本比率とした理由は次の
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とおりである。蓄積率は利子率と長期期待の状態とに依存するが，いま，利子
率を捨象して考えるとする。長期期待は短期期待に依存し，短期期待は短期期
待利潤の関数である。ところが，利潤率 rは限界生産力説により，
(3) r=/(k)-kf'(k) 
である。このようにして， Roseは蓄積率が Kの関数であると考える。
当面， Roseの考え方にしたがって，蓄積率が図式で表わされるものと仮定
しよう。次に， Roseは超過需要の大きさ 11)が期待需要価格をシフトさせる短
期期待を示すパラメーターに影響すると考える。すなわち，
(34) P=]{g(k) I s/(k)} +Jtogm{/(x)} 
右辺第 1項は需給による価格調整を表わし，第 2項は（期待）需要の変化，し
たがって，シフトを表わすものと考えることができよう。換言すれば，第 1項
は短期的調整を，第 2項は長期的調整を意味するであろう。そうすると， 2つ
の問題が出てくる。第 1は］関数についてである。 g(x)は長期期待を表わす
ので，短期期待が長期期待に依存することになる。他方，長期期待が短期期待
に依存すると仮定しているので，結局，短期期待の状態は短期要因に依存する
ということになっており，最初の Roseの想定がモデルの中に含まれないこと
になる。第 2は，価格が実質値にのみ依存して，名目値との関係が表わされて
いないことである。したがって，貨幣賃金率も実質値にのみ関係している。こ
のために，貨幣賃金率と実質値の関係として adhocにフィリップス曲線が導
入されるということになるであろう。われわれのモデルでは， (6),Ul式から明
らかなように， 名目価格と名目貨幣賃金率の関係が明示されており， それゆ
ぇ，各市場における行動様式の仮定が明確にされている。 (6)式の第 1項は(34)式
のそれと同じであるが，第 2項は， Roseの場合，長期期待需要の変化率であ
るのに対し，われわれのモデルでは， Ul式で規定される費用の変化率を表わし
UU Roseモデルにおける］関数は g-sf(x)の関数になっており，形式上，われわれの
モデルとは異なっているが，実質上重要な差異をもたらさない。
40 
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ている。
次に， fi2)式が成立つとした場合の均衡およびその動きについて考えよう。 fi2)
式を仮定すれば，明らかに体系＆は完結している。均衡は
佃） k=O 
囲） v=O 
で与えられる。 sf(k)は(4)式の仮定により，単調増加関数であるので， (36)式を
満す正のk*が唯 1つ存在する。 TJ(k)=/=Oだから， A(k)=B(u)のときにのみ，
伽）式が満される。 a<lのとき， H関数が開区間(0,l)においてすぺての実数
値をとる単調増加関数であるから， B(u)もまたそうであり， したがって，
A(k*) =B(u*)なる u*が1つだけ存在する。 a>lのとき，単調減少関数と
なるが， H(u)<Oの領域で， A(k*)=B(u*)なる u*が唯 1つ存在する。した
がって，
罰 A(k*)=B(v*, k*) 
fi8) sf (k*) = n 
なる均衡値 (k*,v*)が唯 1つ存在する。
この均衡点では， Roseモデルと同様に，わ=pであるが， このことは(16),
(17) , (30) , fil) , fi7)から容易に導くことができる。また，利潤率，実質賃金率，雇
用率も一定である。 しかし，生産物市場では需給が一致しているとは限らな
い。もし生産物市場で需給が一致しているならば，価格および貨幣賃金の変化
率はゼロでなければならない。これは均衡にとっての必要条件ではなく，単に
十分条件にすぎない。
局所的安定性の吟味に移ろう。体系ふの方程式におけるすべての関数が2
回連続偏微分可能だとすれば， 1次近似によりそれを検討することができる。
体系ふを 1次近似したときの係数行列を M1とすれば，
M1= ( 
TJ(k*)k*(Ak*-Bk*) -TJ(k*)k* Bu* 
-v*sf'(k*) 。］
ここで
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X,= ax ai 
<t>lで咋>1ならば， 7J(k*)>O,B,.*>Oであるから，
det M1<0 
となり，均衡点は鞍点で， トラジェクトリー以外不安定である。 O<μ<lなら
ば， B,.*<Oであるから
det M1>0 
したがって，鞍点ではない。弱焦点のケースを除くと
trM1 =7J(k*)k*(A,.*-B,.*) 
であるから， Bk*~A,.* にしたがって安定，不安定となる。このことから，“
が小さいほど，すなわち，賃金上昇率に対する資本家の反応が小さいほど，安
定性を増し，逆のときは逆であることがわかる。 <t<lのケースは Roseモデ
ルと同一で，不安定の場合にはリミット・サイクルを描く。
<t>lで咋>1ならば， 7J(k*)<Oだから
det Mi>O 
となるが，品*~A,.* にしたがって
trM心 0
となり，上のケースとは反対のことが生じる。以上のことから， Roseモデル
と同じ結論が得られるためには <t<lでなければならないことがわかった。換
言すれば，価格の貨幣賃金率に対する反応の取扱い方は Roseモデルに比べ，
われわれのモデルの方がより一般的であると云えよう。もちろん，現実妥当性
については，その反応係数の実証分析の結果によって与えられるものであり，
上記のことは抽象理論のモデルの枠内でのことである。
IV 生産物需給恒等のケース
生産物市場で常に需給が一致しているならば， J(l)=Oだから， U7lより
(39) わ=(l -ap)-1 H(u) 
となり，原初的なフィリップス曲線とほぽ同一である。このとき，体系ふの
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(40) B(u*) = 0 
(38) sf(k*) =n 
インフレー ション，失業率，蓄積率（元木） 151 
鳴訓， (39),(40)より明らかに，枷=P=Oである。これは d の大きさに依存し
ない。均衡点に関して線型近似をしてその係数行列を M2とすると
M2= [ 
-(1-a)1J(k*)出*k*
-v*sf'(k*) 
火 1で咋>1のとき
detM2>0 
-(1-a)TJ(k*)比*k*。〕
であるから，鞍点となり， トラジェクトリー以外は不安定である。 O<aく1の
とき，
det M2>0 
trM2<0 
であるから，安定で，必ず均衡点へ収束する。 a<l,afi<lのとき
det M2>0 
trM2>0 
であるので，不安定である。
s-sモデルや Roseモデルのように， aが1より小さいと仮定するなら
ば，セイの法則が支配しているときには，体系は安定である。通常の新古典派
成長理論と異なる点は必ずしも労働の完全雇用が保証されていないということ
である。他方，何らかの形で（たとえば，政府需要の増減で）常に生産物市場
が需給一致させられているとしても，価格の上昇率を貨幣賃金の上昇率より以
上に増加させようとするメカニズムが働いている限り，インフレーションは止
まることなく，累積的に大きくなるであろう。
Roseモデルと結論的に異なる点を次のようにまとめることができる。
o<a<1 
aP>l (a>l) 
aP<l (a<l) 
Roseモデル
安定。r不安定
安定。r不安定
不安定
需給一致モデル
安定
不安定
不安定
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V 修正された消費需要のケース
s-sモデルでは投資が外生的に与えられているが，それを内生変数化した
上で， s-sモデルで用いられている差別型貯蓄関数を利用しよう。そうする
と，生産物に対する需要は(1)式の代りに
1 (41) Yv=-l+ Sp-Sw Sp Sp RN 
となる。 Spは資本家の貯蓄率， Swは労働者の貯蓄率を表わす。いま，表示の
簡単化のために
1/s戸 S1, (pp-sw)/s戸 S2
としよう。 (41)式の両辺を Kで割ると
YD (42) -=s1g+s此1'(k)K 
モデルの中で修正される点は関数］だけである。それは次のようになる。
]i {(s1g+s此1'(k))/f(k)),]i(l) =O, 
Ji'>O 
したがって，体系ふは
k=TJ(k) {ん(g,k)-B(v, k)) k 
ふ1 L= {n-sf(k))v 
に修正される。ここで
(43) Aバg,k)=(l-fJ)!i{ s1g+sd'(k)k f(k) } 
Roseと同様に， (32)式が成立すると仮定しよう。そのとき，体系ふ’の均衡
点は
(38) s/(k*) =n 
(4) A1 (g*, k*) = B(v*, k*) 
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dA1 , sig'f +s2gf'+s磁1"
で与えらるが，
(45) ―=(1-P)Ji dk 12 
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は， r<oであるから， 唸｝ょり小となるかもしれない。それゆえ，均衡値
v*は体系ふの場合より大きくなるかもしれない。
o<a<lとして， Roseモデルの安定性と比較しよう。 (41)式が仮定されると
き，行列 M1の1行 1列の成分のうち， Aドは(45)式で示される A,1,*で置換え
られる。そのときの係数行列を M1'とすれば， detMi'は Roseモデルの場
合と同じく，負であるが， trM1'はtrM1に比べて負となる可能性が高まるで
あろう。というのは A,ドが Aげより小さくなりそうだからである。したがっ，
て， Roseモデルよりも安定になる可能性が大となるであろう。
VI 資本ストック調整メカニズムのケース
以上において，特定の投資関数を想定するケース，需給が恒等的に等しいケ
ース，投資以外の需要条件を修正したケースの 3つを吟味した。 a>lでかつ
咋く1の場合には，いずれのケースも不安定であり，それ以外のケースでは結
論が異なっていることが明らかになった。また，消費需要を修正したケースで
は安定性に関し，程度の差であるということもわかった。したがって，体系の
安定性はどのような投資関数が特定化されるかに依存している。ここでは，他
の多くのモデルが想定しているように， O<a<lと仮定して，投資関数を特
定化しよう。
経済学が投資行動について議論するときの基本となっている Harrod的な
投資関数を想定しよう。資本家が一定の産出高を得る上で望ましいと考える資
本ストックの大きさが想定される。現実の資本ストックが望ましい資本ストッ
クより小さいとき，資本不足が存在し，それを解消するために投資が行なわれ
ると考えられている。逆のときには，資本過剰を意味し，負の投資が行なわれ
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るであろう 12)。
望ましい資本ストックおよび現実の資本ストックは産出高に対する比率で測
られている。そうすると，それらには需要条件が反映されていないことにな
る。生産が需要と等しくないとき，望ましい資本ストックが生産に対するより
も，需要に対する比率として考える方が資本家にとっては合理的であろう。と
いうのは，その需要を満すに必要な資本ストックが現実に不足しているとき，
投資を行なって資本不足を解消し，需要に見合うような生産能力の確保によっ
て生産を行なうことになるからである。
いま，需要で測った望ましい資本ストックを o*とすると， o*と需要で測っ
た現実資本ストックとの差は，
o*-K/Y 
である。 これは需要単位当りの資本不足または資本過剰を表わす。 したがっ
て，全体としての資本過不足の大きさは現存ストックで測って
幽 (o*-K!YD)YD!K
となる 13)。 (2), (4), (9)を用いて， .(46)式を書直すと
(47)。*(cf(k)+g)-1 
(47)式は現存資本ストックをどれだけ追加または減少させるべきかの指標を示
す。それゆえ，蓄積率の変化は
(48) g=G{o*(cf(k) +g-1) 
と表わすことができるであろう。 (47)式が大きくなれば，資本不足が大きくな
り，したがって，蓄積率は大きくなるであろう。また， (47)式がゼロのとき，資
本に過不足がないことを表わし，過去の蓄積率を変更すべき理由がないだろ
う。このことから， G関数の性質は次のように表わすことができる。
U2l 正の投資と負の投資とは対称的でないことが多くの経済学者によって指摘されている
が，ここではその問題を捨象して考えよう。
⑬ 置塩[10]教授が YDをYで測っているのに対し，ここでは Kで測っている点が異
なる。
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(49) G(O) =O, G'<O 
a*は現存の需要 Yvを満すことができるときの資本ストック・産出高の比
率であるから，それは達成すべき均衡値である。この。＊は生産関数における
k*を規定する，すなわち，
(50) 1/ a* = I (k*) 
が均衡において成立している。
さて， Roseモデルの場合には，蓄積率gが雇用・資本比率Kの関数と考え
られたので，体系ふが完結していたのであるが， Harrod的な投資行動を示
す蓄積率関数(48)式は Kだけの関数になっていないので，体系ふが完結する
ためには(48)式が追加されなければならない。そうすると，変数は k, V, gで，
ふと(48)式で体系は完結する。それをふとすると，
~(い(k){A(g,k)-B(v,k)) k 
(30) S2 iJ= {n-s/(k))v 
(48) な=G{a*(c/(k)+g)-1) 
体系品の均衡点は次のようになる。 Roseモデルと同様に(38)式が成立して
おり，
(38) /(k*) =n/s 
な=Oとおくと， (48)式より
a* (c/(k*) + g* -1) = 0 
関数fの性質により， g*もただ 1つだけ存在し， (50)式を用いると
(51) g*=s/a* 
(48)式で， お=Oとおくと， O<a<lにより 7J(k*)>Oであるから，
A(g*, k*)-B(v*, k*) =0 
ところが，均衡においては(7),(30)によって
A(g*, k*) =O 
であるから，
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B(v*, k*) = (1-a)H(u*) =0 
(25)式より
v*=k*/u* 
均衡値 v*も H 関数の性質によりただ 1つだけ存在する。したがって，体系
＆を満す均衡点はただ 1つだけ存在して， (k*,v*, g*)である。
均衡蓄積率 g*は (38),(50), (51)から
(52) g*=n 
となり，労働供給の成長率に等しい。他方，均衡雇用率はU2)により
o<u*=u<l 
であるから，失業をともなった大きさであることがわかる。このことはフィリ
ップス曲線を用いたモデルすべてに共通しているが，均衡蓄積経路が失業をと
もなった自然率経路であるという点で，いわゆる新古典派の均衡成長経路とは
異なる。
次に，均衡の近傍における安定性を吟味するために，
x三 k-k*
y=v-v* 
Z=g-g* 
と定義する。体系ふを均衡点 (k*,v*, g*)に関してテイラー展開し， 2次以
上の項を無視できるものとして， 1次近似すると 14)
(53) j;=刀(k*)(Ak*-Bk*)k*x-TJ(k*)B。*k*y十刀(k*)Ag*k*z 
(5りy=-sf'(k*)v*x 
(5) え=G'*ca*f'(k*)x +G'*a*z 
この 3元連立微分方程式の係数行列を Maとすると
閥 すべての関数は 2回連続微分可能と仮定されている。
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TJ(k*) (Ak*-B, ド）k* -TJ(k*)Bu *k* TJ(k*)A8 *k* 
M, -[ -ef'(k'),'0 0 
G"ca'f(k') 0 G"o'l 
行列 Msの2行2列の首座小行列は行列 M1に等しい。したがって， Roseモ
デルのもつ特性はすぺて含まれており，蓄稿率関数が， Roseモデルとは異な
った資本ストック調整メカニズムに変更されるとき，その安定性についての差
異が明確になるであろう。
(53)~{5)の特性方程式は
IMs-lll=O 
で与えられる。すなわち
(56) <p(w) =l3 -{TJ(k*) (Ak*-Bk*)k* +a*G'*}入2
+TJ(k*)k*(Ak*-Bk*)a*G'*l + TJ(k*)Bu *k*sf'(k*)v*a*G'* =O 
Roseモデルで安定性が保証される条件は
(57) Ak*<Bk* 
であったので，いま(57)式が満されていると仮定しよう。 (56)式の iの2次の係数
には a*G'*(>O)が加えられているので，全体としてのその係数の正負は不明
であるが，仮りに正であるとしよう。（これが負なら，直ちに安定条件は満され
ない。）ところが， (57)の仮定のために， iの1次の係数は負となる。また， o<
¢く1と仮定しているので， Bu*<oとなり，定数項は負となる。それゆえ，
Routh-Hurwitzの安定判別法により，体系＆は不安定であることがわかる。
a>l の場合，咋 ~1 にかかわらず，体系ふが局所的不安定性をもつことは
同様にして明らかである。
かくして，これまで吟味したモデルにおいて局所的安定となるためのすべて
の条件を満しても，体系＆は安定にはならず，不安定になることがわかった。
（もっとも，その不安定連動の状態を知ることはできないが）
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VI 結びにかえて
序で述べたように，本稿ではインフレーションの基本的原因について考察す
ることがその目的であった。極めて常識的ではあるが，その結論は，企業の価
格政策および投資政策が基本的原因である，ということである。もちろん，本
稿の分析は多くの仮定と限定条件の下で行なわれている。たとえば，在庫操作
による供給操作，利子率，情報，技術（進歩）趣入決定方式，外国貿易など，
多くの条件が分析対象の外に置かれている。われわれのモデルがうまく作用す
るようにこれらの諸条件が現実に適切に動いていると期待することはできな
し‘
上゜記のような分析対象外の諸条件の他に，このモデルで仮定された基本的条
件，すなわち，供給決定方式，価格決定方式および投資決定方式はそれぞれ更
に深く研究される必要がある。その第 1はミクロとの関係についてである。第
2は短期的性質と長期的性質との関係である。第 3は独占の役割についてであ
る。これらはすべて今後に残された問題である。
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